
第１号様式（第４条関係） 

年  月  日 

名護市長 殿 

                   申請者 住所 名護市港一丁目1番1号 

                       個人又は法人名 園畜 太郎 

                       代表氏名（法人の場合） 

                       電話番号 0980-53-1212 

 

名護市飼料価格高騰対策事業補助金交付申請書（兼実績報告書） 

 

 

 名護市飼料価格高騰対策事業補助金交付要綱第４条第１項の規定により、関係書類を添

え、下記のとおり申請及び請求します。 

 

記 

 

１．畜種（主に飼養している畜種の□にレ点で記入して下さい）（複数畜種飼養の際は、備考に記入） 

□牛 ☑豚 □採卵鶏 □ブロイラー □山羊 
備考 

 

 

 

 

２．交付申請額      1,147,000 円（千円未満切り捨て）   

  （交付申請額は別紙１－①、②、③の算出表より算出してください。） 

 

 

 

 

３．添付書類 

 ①令和４年４月１日から申請時点までの生産物販売やセリなどによる販売、出荷実績が

確認できる書類 

②対象飼料の購入に係る領収書や販売会社発行の証明書など飼料の種類、数量、購入金

額が確認できる書類 

③市税を滞納していないことがわかる書類 

④配合飼料価格安定基金に加入している場合は、契約書及び補填額が確認できる書類 

⑤国や県等が実施する飼料価格高騰対策の補助を受けている場合は、その内容及び補助

額が確認できる書類 

⑥別紙１－①、②、③ 

 ⑦その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

記 入 例 

押印不要 

別紙にて算出した額を記入 



別紙 １－①（算出表） 

 

１ 令和４年４月～12月末までの対象飼料費（粗飼料を除く。）        単位:円 

購入月 ①対象飼料購入経費（税抜き） 備考 

令和４年４月 1,000,000円  

令和４年５月 1,500,000円  

令和４年６月 2,500,000円  

令和４年７月 2,500,000円  

令和４年８月 3,000,000円  

令和４年９月 3,000,000円  

令和４年 10月 3,500,000円  

令和４年 11月 2,500,000円  

令和４年 12月 3,500,000円  

合計 （Ａ）23,000,000円  

 

２ 基金等補填額 

⑴ 基金の加入状況  (対象箇所の□にレ点を記入して下さい。）  

  □ 基金へ加入していない。 （→３へ） 

☑ 基金へ加入している。 （基金加入数：☑１、□２、□３以上） 

 

⑵ 基金の加入先（名称：沖縄県農業協同組合  ） 

 

 ⑶ 基金補填額（令和４年度第３四半期見込額含む） 

 （※補填金は契約数量と購入実績のうち低い方の数量に補填単価を乗じた額を記載） 

区 分 ①契約数量

（ｔ） 

②購入実績

（ｔ） 

③補填単価 

（ｔ/円） 

④補填金（円）※ 

④＝③×（①or②） 

第１四半期 

（Ｒ４．４～６月） 
100ｔ 110ｔ 9,800円 980,000円 

第２四半期 

（Ｒ４．７～9月） 
150ｔ 140ｔ 16,800円 2,352,000円 

第３四半期 

（Ｒ４．10～12月） 
200ｔ 220ｔ 7,750円 1,550,000円 

合 計 （Ｂ）  4,882,000円 

 （複数の基金へ加入している場合は、基金ごとに分けて記載し提出してください。） 

 

 

 

 

 

それぞれの補填単価は記入例通り

の単価で計算すること。 

記 入 例 



別紙１－②（算出表） 

 ⑷ 国実施の配合飼料価格高騰緊急特別対策事業 

（※補填金は契約数量と購入実績のうち低い方の数量に補填単価を乗じた額を記載） 

区 分 ①契約数量

（ｔ） 

②購入実績

（ｔ） 

③補填単価 

（ｔ/円） 

④補填金（円）※ 

④＝③×（①or②） 

第３四半期 

（Ｒ４．10～12月） 
200ｔ 220ｔ 6,750円 1,350,000円 

合 計 （Ｃ）   1,350,000円 

 

 

 ⑸ 沖縄県実施の配合飼料価格差補助緊急対策事業 

（※補助金は契約数量と購入実績のうち低い方の数量に補助単価を乗じた額） 

区 分 ①契約数量

（ｔ） 

②購入実績

（ｔ） 

③補助単価 

（ｔ/円） 

④補助金（円）※ 

④＝③×（①or②） 

第１四半期 

（Ｒ４．４～６月） 
100ｔ 110ｔ 3,600円 360,000円 

第２四半期 

（Ｒ４．７～9月） 
150ｔ 140ｔ 5,955円 833,700円 

第３四半期 

（Ｒ４．10～12月） 
200ｔ 220ｔ 6,000円 1,200,000円 

合 計 （Ｄ）   2,393,700円 

 

⑹ 基金等補填額合計                         単位：円 

区 分 補填金又は補助金額 

⑶ 基金補填額（令和４年度第３四半期見込額含む） （Ｂ）4,882,000円 

⑷ 国実施の配合飼料価格高騰緊急特別対策 （Ｃ）1,350,000円 

⑸ 沖縄県実施の配合飼料価格差補助緊急対策事業 （Ｄ）2,393,700円 

合 計 （Ｅ）8,625,700円 

 

３ その他補助額（対象箇所の□にレ点を記入して下さい。） 

☑ 本事業及び上記２以外で飼料価格高騰対策に関する補助は受けていない。（→４へ） 

□ 本事業及び上記２以外で飼料価格高騰対策に関する補助を受けている。 

   （交付申請を行っている場合も補助内容を記載してください。補助金額については

交付申請額を記載して下さい。） 

                                     単位：円 

補助事業者 補助事業名 補助金額 

□国、□県、□名護市 

□他市町村（    ） 
  

合 計 （Ｆ） 

 （補助事業を受けている場合は、補助事業者の□にレ点を記入してください。） 

（補助事業者が他市町村の場合は、市町村名を記載すること。） 

 

それぞれの補填単価は記入例通りの単価

で計算すること。 



別紙１－③（算出表） 

 

４ 当年の飼料費                            単位: 円 

１.対象飼料費 － ２.基金等補填額 － ３.その他補助額 ＝ ４.当年の飼料費 

（Ａ） 

23,000,000円 
－ 

（Ｅ） 

8,625,700円 
－ 

（Ｆ） 

0円 
＝ 

（Ｇ） 

14,374,300円 

 

 

 

（交付申請額算出式） 

 

交付申請額＝（当年の飼料費 －（当年の飼料費 ÷（1.19価格上昇率））× 0.5 

 （ウ）                  （ア） 

                （イ） 

 

 

 （ア):（当年飼料費 ÷（1.19価格上昇率））の算出            単位：円 

４ 当年の飼料費 

÷ 1.19（価格上昇分） ＝ 

（ア）（小数点以下切り捨て） 

（Ｇ）14,374,300円 12,079,243円 

                             

 

 （イ）： 当年飼料費 －（当年飼料費÷（1.19価格上昇率））の算出     単位：円 

４ 当年の飼料費 

－ 

（ア） 

＝ 

（イ） 

（Ｇ）14,374,300円 12,079,243円 
2,295,057円 

 

 

 （ウ）：交付申請額（千円未満切り捨て）＝ （イ） × 50％       単位：円 

（イ） 

×50％＝ 

交付対象額 
（ウ） 

（左記対象額千円未満切り捨て額） 

2,295,057円 1,147,528円 1,147,000円 

 

 

 

５  交付申請額（ウ）    1,147,000円（千円未満切り捨て） 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第４条関係） 

 

誓約書 

 

 名護市飼料価格高騰対策事業補助金の交付申請に当たり、次のとおり誓約します。 

 

 誓約事項（※各事項を確認し、□にレ点を記入すること） 

 

☑ 私（当社）は、交付申請時において、本事業の対象畜種による畜産経営を行ってい 

ます。 

 

☑ 私（当社）は、補助金の交付を受けた後も、畜産業を継続する意思があります。 

 

☑ 私（当社）は、本事業の確認のため、名護市（担当部署）が関係機関から必要な内容

を閲覧及び調査することに同意します。 

  ・個人の住所、法人の所在地に関する情報・税に関する情報  

・配合飼料価格安定基金に関する情報（加入・未加入・補填額情報など） 

  ・本事業以外の飼料価格高騰対策の補助に関する情報 など 

 

☑ 私（当社）が申請時に提出した配合飼料価格安定基金団体への加入状況及び、他の補

助事業での補助の状況について相違ありません。 

 

☑ 申請時点で受けていない配合飼料価格安定基金からの補填金やその他補助金の額及び

単価について、名護市飼料価格高騰対策事業補助金交付要綱別表で定めるとおりとし

算出した額とすることに同意します。 

 

☑ 私（当社）の申請内容に不正があった場合、また補助金の受領後に不正が発覚した場

合は、補助金を返還します。 

 

☑ 次のいずれにも該当せず、また、将来においても該当しません。 

  ⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第２号に規定する団体（以下「暴力団」という。） 

⑵ 代表者が暴力団員等（暴力団の構成員又は暴力団の構成員でなくなった日から５

年を経過しない者をいう。以下同じ。）又は暴力団と密接な関係を有する者 

  ⑶ 暴力団、暴力団員等又は暴力団員等と密接な関係を有する者がその事業活動を支 

   配する者 

 

  令和 年 月 日 

 

名護市長 殿 

 

                  住所又は所在地 名護市港一丁目1番1号 

                  個人又は法人名 園畜 太郎 

                  代表者氏名（法人の場合）          印 

 

記 入 例 

印鑑押印 


